予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費

	事業名　木造公共施設整備促進対策事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　林政部　県産材流通課　県産材需要拡大係　電話番号：058-272-1111（内3016）

　　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　18,600千円（前年度予算額：14,900千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	14,900
	0
	0
	0
	0
	0
	14,900
	0
	0

	要求額
	18,600
	18,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

  地方公共団体や公益法人等における積極的な木材使用の取り組みを通じ、県産材の需要拡大を図ることを目的として、森林・林業再生基盤づくり交付金（林野庁補助事業）を活用し、地域材を利用し設計上の工夫や効率的で低コストな木造公共建築物の整備に対して支援を行う。
　H21～H27は国の森林整備加速化・林業再生事業（基金事業）を活用し木造公共施設整備加速化事業費補助金として同様の事業を実施してきたが、国の基金事業が終了し財源が既存の交付金に移ったため、県事業名を変更して事業を実施する。
（２）事業内容

■事業主体　

市町村・学校法人、社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人 等

■対象施設

　　　教育関連施設、福祉関連施設、医療施設、運動施設、社会教育施設 等

　　

■県産材の使用基準

・使用する木材は原則として地域材（ぎふ証明材）を使用すること

・主要構造材は、ＪＡＳ製品または「ぎふ性能表示材」を使用すること

・県産材使用量は、延床面積１００㎡あたり、２０㎥以上とすること

（３）県負担・補助率の考え方　

補助率　事業費の１５％以内
　　　　　　※ただし、電気・上下水道等設備関連事業費は除く

（４）類似事業の有無

　　　有　【類似事業】　木造公共施設整備加速化事業補助金
· 次年度は国庫補助が無いため、未実施
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	18,600
	木造公共施設整備に対する助成

	
	
	

	合計
	18,600
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　　岐阜県森林づくり基本計画（Ｈ２４～Ｈ２８）公共施設の木造化・内装木質化数（８０施設）の内数
（２）国・他県の状況

　　　県単独事業や清流の国ぎふ森林・環境基金活用事業と併せて、市町村等における公共施設の木造化・内装木質化の支援を行っている。
（３）後年度の財政負担

　　　５年間（平成２８年度～平成３２年度）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・平成24年度から平成28年度までの5年間に、県及び市町村等が整備する木造公共施設を80施設とする。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	岐阜県森林づくり基本計画
公共施設の木造化・内装木質化数
	　 ０

（H23 ）
	
	
	６５施設

（H27.9）


	８０施設
（H28 ）
	81.3％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	平成２７年度は、下記施設に対して支援を行った。

　・高齢者交流センター（東白川村）

　



（前年度の成果）

	・市町村等において、公共建築物等木材利用促進法に基づく木材利用の取り組みを行っている。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　　○

	多くの人が利用する公共施設は、規模や用途等に応じて、耐火性能が求められることなどにより、木造は非木造の施設に比べ割高となるため、県内全域で木造公共施設を推進するためには、割増経費にかかる財政的な支援が必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない　

	（評価）

○

	公共施設の木造化・内装木質化は毎年実施する要望調査にて、一定件数の要望が報告されており、県単独の補助金だけでなく、国の交付金や基金も有効に活用する必要がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	公共施設のうち教育福祉関連施設以外の施設（例：観光案内施設、医療施設、集会施設等）にも支援を行うことが可能である。


（今後の課題）

	公共建築物等木材利用促進法が施行され、県や市町村だけでなく民間事業体における、施設の木造化・内装木質化を推進するため、これまでコスト増の理由により、施設の木造化・内装木質化に踏みきれなかった事業者に対して、積極的な支援を継続していく必要がある。
　


（次年度の方向性）
	木造建築の普及・拡大を通じ、木材使用量を増加させていくことは、間伐の促進ひいては豊かな森林づくりに結びついており、引き続き木造施設整備対し助成を継続していく。



